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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

４．第62期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

  

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。なお、主要な関係会社の異動としては、平成24年１月に新たに設立したTOSEI SINGAPORE 

PTE.LTD.を連結の範囲に含めております。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第62期 

第１四半期連結
累計期間 

第63期 
第１四半期連結

累計期間 
第62期 

会計期間 

自平成22年 
12月１日 

至平成23年 
２月28日 

自平成23年 
12月１日 

至平成24年 
２月29日 

自平成22年 
12月１日 

至平成23年 
11月30日 

売上高（千円）  4,650,230  5,023,693  24,759,291

経常利益（千円）  461,647  526,355  1,574,500

四半期（当期）純利益（千円）  273,873  233,646  751,982

四半期包括利益又は包括利益 

（千円） 
 274,698  235,239  748,839

純資産額（千円）  24,501,911  24,982,871  24,976,051

総資産額（千円）  63,955,382  61,120,782  59,967,603

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 599.50  511.44  1,646.05

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  38.3  40.9  41.6

２【事業の内容】
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 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

  

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】
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 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。 

(1）業績の状況 

 当第１四半期連結累計期間（平成23年12月１日～平成24年２月29日）におけるわが国の経済は、東日本大震災を

発端とした厳しい状況から、各種政策効果や個人消費の持ち直しなどを背景に、緩やかに回復しております。ただ

し、海外景気の下振れや雇用情勢等の悪化懸念により、依然として不透明な状況にあります。 

 当社グループが属する不動産業界におきましては、平成23年の首都圏分譲マンション市場の年間供給戸数は、震

災の影響があったものの前年並みの４万４千戸となりました。なお、契約率は平成22年以降平成24年１月に至るま

で、好不調の目安とされる70％をほぼ上回って推移しております（民間調査機関調べ）。 

 東京ビジネス５区のオフィスビル賃貸市場では、空室率は平成23年10月以降再度上昇に転じ、平成24年１月には

9.2％となりました。なお、１月の上昇要因は大規模ビル等の新規供給が増加し、空室面積が拡大したことが影響

していると見られております。平均募集賃料も依然として弱含みで推移しており、厳しい状況が続いております

（民間調査機関調べ）。 

 不動産証券化市場においては、平成23年12月末時点の私募ファンド運用資産額が、資金調達環境の向上やエクイ

ティ投資家の投資意欲改善などを背景に、平成23年６月末時点と比較して0.4兆円増の17.8兆円となりました（民

間調査機関調べ）。 

 このような事業環境の中、当社グループにおいては棚卸資産の販売と、堅調な需要のある住宅関連不動産の仕入

れを推進してまいりました。開発事業では、下期引渡し予定の新築分譲マンションの契約が進捗しております。な

お、ファンド事業においては、海外投資家とのさらなるリレーションの強化を図るため、平成24年１月にグループ

初の海外拠点をシンガポールに設置いたしました。 

 以上の結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は5,023百万円（前年同四半期比8.0％増）、営業利益は

743百万円（前年同四半期比2.7％増）、経常利益は526百万円（前年同四半期比14.0％増）、四半期純利益は233百

万円（前年同四半期比14.7％減）となりました。 

 なお、四半期純利益が前年同四半期に比べ減少した主な要因は、税制改正による法人税率の変更に伴う繰延税金

資産の取り崩しによる影響であります（詳細につきましては、追加情報（法人税率の変更等による影響）をご覧下

さい）。 

  

 セグメントごとの業績は次のとおりであります。 

  

（不動産流動化事業） 

 当第１四半期連結累計期間は、Restyling事業において「ヒルトップ横濱根岸」（神奈川県横浜市）、「ルネ東

寺尾」（神奈川県横浜市）、「エステージ上野毛」（東京都世田谷区）等で28戸の販売を行ったことに加え、「内

神田北原ビル」（東京都千代田区）等２棟のバリューアップ物件の販売を行いました。以上の結果、不動産流動化

事業の売上高は2,089百万円（前年同四半期比28.8％減）、セグメント利益は386百万円（前年同四半期比37.7％

減）となりました。 

  

（不動産開発事業） 

 当第１四半期連結累計期間は、「広尾５丁目」（東京都渋谷区）の土地を売却したことに加え、新築分譲マンシ

ョンでは、「THEパームス三鷹レジェーロ」（東京都三鷹市）において、７戸を販売いたしました。戸建住宅で

は、「パームスコート横濱根岸」（神奈川県横浜市）において、１戸を販売いたしました。以上の結果、不動産開

発事業の売上高は1,110百万円（前年同四半期比1,218.9％増）、セグメント利益は314百万円（前年同期はセグメ

ント損失45百万円）となりました。 

  

（不動産賃貸事業） 

 当第１四半期連結累計期間は、オフィスビル賃貸市場において空室率が上昇する厳しい状況のなか、稼働率の維

持に努めました。以上の結果、不動産賃貸事業の売上高は564百万円（前年同四半期比0.2％減）、セグメント利益

は271百万円（前年同四半期比3.1％減）となりました。 

  

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（不動産ファンド事業） 

 当第１四半期連結累計期間は、アセットマネジメント受託資産残高は順調に積み上がったものの、物件入れ替え

に伴うフィー料率の低下により、アセットマネジメントフィーは、前年同期と比べ減少いたしました。以上の結

果、不動産ファンド事業の売上高は157百万円（前年同四半期比46.3％減）、セグメント利益は９百万円（前年同

四半期比92.3％減）となりました。 

 なお、当第１四半期連結累計期間末のアセットマネジメント受託資産残高（注）は、289,165百万円でありま

す。 

（注） アセットマネジメント受託資産残高には、一部コンサルティング契約等に基づく残高を含んでおります。

  

（不動産管理事業） 

 当第１四半期連結累計期間は、ビル・駐車場・学校等の管理棟数は、前年同期に比べ２棟減少し313棟（平成24

年１月31日現在）、分譲、賃貸マンションの管理棟数は、前年同期に比べ18棟増加し209棟（平成24年１月31日現

在）となり、合計管理棟数は、522棟（前年同期比16棟増）となりました。 

 以上の結果、不動産管理事業の売上高は1,001百万円（前年同四半期比37.8％増）、セグメント利益は39百万円

（前年同四半期比65.0％増）となりました。 

  

（オルタナティブインベストメント事業） 

 当第１四半期連結累計期間は、M＆Aにて取得した物件の売却、保有債権の回収および代物弁済にて取得した不動

産のリーシング活動等に注力いたしました。その結果、物件の売却益、保有債権の売却益及び金利収入ならびに代

物弁済にて取得した不動産の賃料収入等を計上しました。以上の結果、オルタナティブインベストメント事業の売

上高は99百万円（前年同四半期比132.6％増）、セグメント利益は12百万円（前年同四半期比9.9％増）となりまし

た。 

  

(2）財政状態の分析 

 当第１四半期連結累計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ1,153百万円増加し、61,120百万円となりま

した。これは主に不動産流動化事業及び不動産開発事業における物件仕入に伴う棚卸資産の増加によるものであり

ます。 

 負債は1,146百万円増加し、36,137百万円となりました。これは主に物件仕入に伴う金融機関からの借入金の増

加によるものであります。 

 また純資産は６百万円増加し、24,982百万円となりました。これは主に利益剰余金の積み上げと配当金の支払に

よるものであります。 

  

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。 

① 基本方針の内容 

 当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務および事業の内容や当社の企業価値

の源泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上して

いくことを可能とする者である必要があると考えています。 

 当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づいて

行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式の大量買付であっても、当社の企業価値ひいては

株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。 

 しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値や株主共同の利益に対する明白な侵害

をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大

量買付の内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供

しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必要

とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。 

 特に、当社グループの能力の最大化につながる「不動産と金融の融合」を可能とする６つの事業領域を自社で

カバーする体制、およびそれを支える不動産と金融の専門的な知識・経験をもった従業員、多彩な価値創造技術

を支える能力や情報ネットワークの構築に基づき時間をかけて醸成してきた不動産業界における信用および総合

的事業を可能とするノウハウへの理解が必要不可欠です。当社株式の大量買付を行う者が、当社の財務および事

業の内容を理解するのは勿論のこと、こうした当社の企業価値の源泉を理解した上で、これらを中長期的に確保

し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。 
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 当社としては、このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財

務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要か

つ相当な対抗措置を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えま

す。 

  

② 基本方針の実現に資する特別な取組み 

 当社グループでは、東証一部上場企業として外部から求められる行動や品格などがより一層高い水準となるこ

とを十分に意識して、さらに一段上の立ち位置（Next Stage）を目指し、新中期経営計画『Next Stage 2014』

（2011年12月～2014年11月の３ヶ年計画）を策定し、当期より取組みを開始致しました。当新中計では、金融危

機や東日本大震災にともない激動する外部環境下にあるものの、連続的なイノベーションを志す企業としてさら

なる飛躍を実現するために、国内においてはエンドユーザー向け事業の拡充を含めて当社グループが現在有して

いる各セグメントを一層強化するとともに、グローバルな視野を一層広げて新たに海外での事業化の第一歩を踏

み出し、経営インフラを革新して従来に比してさらに広範な領域で、あらゆる不動産シーンにおける新たな価値

と感動を創造してまいります。 

 当社グループでは、これまでにも、社外取締役（２名）の選任、監査役全員（４名）の社外招聘、東京証券取

引所の「上場会社コーポレートガバナンス原則」に従った社外取締役２名および社外監査役４名（合計６名）の

「独立役員」としての届出、執行役員制の導入による業務執行機能強化、コーポレート・ガバナンス会議の設置

などに取り組んでまいりましたが、今後は、東証一部上場企業として、コーポレート・ガバナンスのより一層の

強化に取り組んでまいります。具体的には、当社のコンプライアンス規範に則り、模範的行動レベルから理想的

行動レベルへ高次なコンプライアンス意識に基づく行動を実践すること、企業活動に伴うリスクを的確に把握・

分析し、リスク・マネジメントを徹底すること、フェアディスクローズの精神に基づき、正確な会社情報を迅速

に公表し、投資家を含むあらゆるステークホルダーへの説明責任を継続して果たすことなどに注力してまいりま

す。 

  

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み 

 本プランは、上記基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されるこ

とを防止するための取組みであり、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、または向上させることを

目的とするものです。 

 本プランは、当社株券等に対する買付等（①当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が

20％以上となる買付その他の取得、もしくは②当社が発行者である株券等について、公開買付けを行う者の株券

等所有割合およびその特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付けに該当する当社株券等の

買付その他の取得またはこれらに類似する行為等）を行おうとする者（以下「買付者等」といいます。）が従う

べき手続等について定めております。 

 具体的には、買付者等には、買付等に先立ち、意向表明書および必要情報等を記載した買付説明書等を当社に

対して提出していただきます。 

 これを受け、独立委員会において、独立した専門家の助言を得ながら、買付等の内容の検討、買付者等と当社

取締役会の経営計画・事業計画等に関する情報収集・比較検討、当社取締役会の提示する代替案の検討等、買付

者等との協議・交渉等を行うとともに、当社においては、適時に情報開示を行います。 

 独立委員会は、本プランに定められた手続に従わなかった買付等や当社の企業価値および株主共同の利益の確

保・向上に対する明白な侵害をもたらすおそれのある買付等であって、かつ、本新株予約権の無償割当てを実施

することが相当である場合等には、当社取締役会に対し、新株予約権の無償割当てを実施すべき旨の勧告を行い

ます。また、株主意思確認総会が開催された場合には、これに従うものとします。この新株予約権には、買付者

等による権利行使は原則として認められない旨の行使条件および原則として当該買付者等以外の者から当社株式

と引換えに新株予約権を取得する旨の取得条項等が付されております。当社取締役会は、独立委員会の勧告を最

大限尊重して、本新株予約権の無償割当ての実施または不実施等に関する会社法上の機関としての決議を行うも

のとし、また、株主意思確認総会が開催された場合には、これに従うものとします。買付者等は、本プランに係

る手続が開始された場合には、当社取締役会において本プランの発動をしない旨の決議がなされるまでの間、買

付等を行ってはならないものとします。本プランの有効期間は、本株主総会終結後３年以内に終了する事業年度

のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとします。但し、有効期間の満了前であっても、当社取

締役会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとしま

す。 
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④ 具体的取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由 

 当社取締役会は、当社の中期経営計画をはじめとする企業価値向上のための取組みやコーポレート・ガバナン

スの強化といった各施策は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具

体的方策として策定されたものであり、まさに基本方針に沿うものであり、当社の株主共同の利益を損なうもの

ではなく、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでもないと判断しております。 

 また、当社取締役会は、本プランについては、その更新について株主総会の承認を得ていること、その有効期

間が最長約３年間と定められた上、当社取締役会の決議によりいつでも廃止できるとされていること、当社経営

陣から独立した者によって構成される独立委員会が設置され、本プランにおける対抗措置の発動に際しては必ず

独立委員会の判断を経ることが必要とされていること、発動の内容として合理的な客観的要件が設定されている

こと、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保または向上の

ための買収防衛策に関する指針」の定める三原則を全て充足していることなどから、基本方針に沿うものであ

り、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでもないと判

断しております。 

  

(4）研究開発活動 

 該当事項はありません。 
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  1,500,000

計  1,500,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成24年２月29日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成24年４月９日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  456,840  456,840
東京証券取引所 

市場第一部 

当社は単元株

制度は採用し

ておりませ

ん。 

計  456,840  456,840 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成23年12月１日～ 

平成24年２月29日 
 －  456,840  －  5,454,673  －  5,538,149

（６）【大株主の状況】
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年11月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が４株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成24年２月29日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  456,840  456,840

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数  456,840 － － 

総株主の議決権 －  456,840 － 

  平成24年２月29日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ －  －  －  －  －

計 －  －  －  －  －

２【役員の状況】
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１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年12月１日から

平成24年２月29日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年12月１日から平成24年２月29日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新創監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年11月30日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年２月29日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,326,305 6,935,414

受取手形及び売掛金 399,856 470,350

有価証券 10,000 10,000

販売用不動産 27,360,973 28,803,986

仕掛販売用不動産 6,374,335 7,596,834

買取債権 81,361 78,017

その他 1,361,100 1,161,734

貸倒引当金 △5,697 △6,515

流動資産合計 43,908,234 45,049,822

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 5,337,567 5,345,807

減価償却累計額 △947,482 △976,879

建物及び構築物（純額） 4,390,084 4,368,928

土地 10,175,285 10,235,996

その他 127,756 126,785

減価償却累計額 △93,573 △90,374

その他（純額） 34,183 36,411

有形固定資産合計 14,599,553 14,641,336

無形固定資産   

その他 67,705 60,231

無形固定資産合計 67,705 60,231

投資その他の資産 ※1  1,392,110 ※1  1,369,391

固定資産合計 16,059,369 16,070,960

資産合計 59,967,603 61,120,782
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年11月30日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年２月29日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 806,396 353,373

短期借入金 － 577,000

1年内返済予定の長期借入金 6,170,937 6,616,693

未払法人税等 79,271 19,048

賞与引当金 150,520 79,892

その他 1,584,090 1,347,959

流動負債合計 8,791,215 8,993,968

固定負債   

長期借入金 23,904,245 24,796,067

退職給付引当金 133,154 136,439

役員退職慰労引当金 312,586 311,106

その他 1,850,349 1,900,329

固定負債合計 26,200,336 27,143,943

負債合計 34,991,552 36,137,911

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,454,673 5,454,673

資本剰余金 5,538,149 5,538,149

利益剰余金 13,985,597 13,990,824

株主資本合計 24,978,420 24,983,647

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △2,369 △1,391

為替換算調整勘定 － 615

その他の包括利益累計額合計 △2,369 △776

純資産合計 24,976,051 24,982,871

負債純資産合計 59,967,603 61,120,782
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年12月１日 

 至 平成23年２月28日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年12月１日 

 至 平成24年２月29日) 

売上高 4,650,230 5,023,693

売上原価 3,184,615 3,533,339

売上総利益 1,465,614 1,490,354

販売費及び一般管理費 741,886 746,897

営業利益 723,728 743,456

営業外収益   

受取利息 1,297 684

受取配当金 628 628

負ののれん償却額 372 －

その他 4,262 4,925

営業外収益合計 6,561 6,238

営業外費用   

支払利息 267,741 222,897

その他 900 442

営業外費用合計 268,642 223,339

経常利益 461,647 526,355

特別損失   

固定資産除却損 － 2,195

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 19,932 －

特別損失合計 19,932 2,195

税金等調整前四半期純利益 441,714 524,159

法人税、住民税及び事業税 8,021 8,965

法人税等調整額 159,819 281,547

法人税等合計 167,841 290,513

少数株主損益調整前四半期純利益 273,873 233,646

四半期純利益 273,873 233,646
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年12月１日 

 至 平成23年２月28日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年12月１日 

 至 平成24年２月29日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 273,873 233,646

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 825 977

為替換算調整勘定 － 615

その他の包括利益合計 825 1,592

四半期包括利益 274,698 235,239

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 274,698 235,239
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年12月１日 

至 平成24年２月29日） 

(1）連結の範囲の重要な変更 

 当第１四半期連結会計期間より、平成24年１月に新たに設立したTOSEI SINGAPORE PTE.LTD.を連結の範囲に含めて

おります。  

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年12月１日 

至 平成24年２月29日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

（法人税率の変更等による影響） 

 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成

23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率が変

更されることとなりました。これに伴い、平成25年11月期から平成27年11月期の連結会計年度における繰延税金資産及

び繰延税金負債を計算する法定実効税率は38.01％に、平成28年11月期以降の連結会計年度における繰延税金資産及び

繰延税金負債を計算する法定実効税率は35.64％に変更となります。 

 この変更により、流動資産の繰延税金資産が15,038千円、固定資産の繰延税金資産が66,771千円、固定負債の繰延税

金負債が2,700千円減少、その他有価証券評価差額金が115千円、法人税等調整額が78,992千円増加しております。 
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 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期連結累計期間に係る四

半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（賃

貸中のたな卸資産に係る償却費及び無形固定資産に係る償却費を含む。）及び負ののれん償却額は、次のとおりで

あります。 

  

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成22年12月１日 至 平成23年２月28日） 

配当金支払額 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年12月１日 至 平成24年２月29日） 

配当金支払額 

   

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年11月30日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成24年２月29日） 

※１ 資産の金額から直接控除されている貸倒引当金の金

額 

※１ 資産の金額から直接控除されている貸倒引当金の金

額 

投資その他の資産 千円 14,332 投資その他の資産 千円 13,334

２ 偶発債務 

 当社販売物件購入者の㈱アルカからの借入に対して

債務保証を行っております。 

２ 偶発債務 

 当社販売物件購入者の㈱アルカからの借入に対して

債務保証を行っております。 

個人 ３名 千円 4,375 個人 ３名 千円 4,321

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年12月１日 

至 平成23年２月28日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年12月１日 

至 平成24年２月29日） 

減価償却費 千円 84,726

負ののれん償却額 千円 372

減価償却費 千円 76,965

（株主資本等関係）

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年２月23日 

定時株主総会 
普通株式  228,420  500 平成22年11月30日 平成23年２月24日 利益剰余金

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年２月24日 

定時株主総会 
普通株式  228,420  500 平成23年11月30日 平成24年２月27日 利益剰余金
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成22年12月１日 至 平成23年２月28日） 

 （注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△289,320千円には、セグメント間取引消去△4,304千円、各報告セ

グメントに配分していない全社費用△285,015千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない親会社の販売費及び一般管理費であります。 

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年12月１日 至 平成24年２月29日） 

 （注）１．セグメント利益の調整額△290,652千円には、セグメント間取引消去△15,532千円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△275,119千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

親会社の販売費及び一般管理費であります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  （単位：千円）

  

報告セグメント

調整額 
（注１） 

四半期連結
損益計算書

計上額 
（注２） 

不動産流動
化事業 

不動産開発
事業 

不動産賃貸
事業 

不動産ファ
ンド事業 

不動産管理
事業 

オルタナテ
ィブインベ
ストメント

事業 

計 

売上高     

外部顧客への

売上高 
 2,937,203  84,200 565,689 293,403 726,768 42,965  4,650,230  － 4,650,230

セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

 －  － 12,067 6,162 108,385 －  126,615  △126,615 －

計  2,937,203  84,200 577,756 299,566 835,153 42,965  4,776,845  △126,615 4,650,230

セグメント利益

又は損失（△） 
 621,202  △45,819 280,104 121,963 23,812 11,786  1,013,049  △289,320 723,728

  （単位：千円）

  

報告セグメント

調整額 
（注１） 

四半期連結
損益計算書

計上額 
（注２） 

不動産流動
化事業 

不動産開発
事業 

不動産賃貸
事業 

不動産ファ
ンド事業 

不動産管理
事業 

オルタナテ
ィブインベ
ストメント

事業 

計 

売上高     

外部顧客への

売上高 
 2,089,852  1,110,486 564,596 157,454 1,001,353 99,950  5,023,693  － 5,023,693

セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

 －  274,003 12,957 2,227 67,841 －  357,030  △357,030 －

計  2,089,852  1,384,490 577,554 159,682 1,069,194 99,950  5,380,724  △357,030 5,023,693

セグメント利益  386,871  314,102 271,489 9,401 39,293 12,951  1,034,109  △290,652 743,456
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

項目 
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年12月１日 

至 平成23年２月28日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年12月１日 

至 平成24年２月29日） 

１株当たり四半期純利益金額 599円50銭 511円44銭 

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（千円）  273,873  233,646

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  273,873  233,646

普通株式の期中平均株式数（株）  456,840  456,840

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】

－ 18 －



  

  

  

  

   

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトーセイ株式会

社の平成23年12月１日から平成24年11月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年12月１日から平成

24年２月29日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年12月１日から平成24年２月29日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トーセイ株式会社及び連結子会社の平成24年２月29日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年４月５日

トーセイ株式会社 

取締役会 御中 

新創監査法人 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 柳澤 義一  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 相川 高志  印 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 




